定年後継続雇用の基準に関する協定

第1条 この協定は、定年後の再雇用に関する基準を明確にするため、会社と従業員代表とに於いて定めるものである。

第2条 就業規則第二十七条第二項に基づき、この協定に定める基準により、会社は再雇用を望む従業員が６０歳に達した後も次の年齢まで勤務させる。

　　　　　　　　　　　平成１８年４月から１９年３月　６２歳まで

　　　　　　　　　　　平成１９年４月から２２年３月　６３歳まで

平成２２年４月から２５年３月　６４歳まで

平成２５年４月から　　　　　 　６５歳まで

第3条 定年後に再雇用を認められる従業員は次のいづれにも該当する者とする。

1． 定年後も精勤する意欲があり、直ちに業務に従事できる者

2． 定年時に於いて勤続５年以上で、継続して出勤率が８０％以上の者

3． 直近３年間の健康診断に於いて就業に支障がないと判断された者

4． 直近３年間に懲戒処分を受けたり無断欠勤したりしていない者

5． 自宅または自己の用意する住居より通勤が可能な者

第4条 前条にかかわらず、会社が必要と認めるときは、この基準を満たさなくとも再雇用することがある。

第5条 第二条にかかわらず、会社が必要と認めるときは、この年齢を超えて再雇用することがある。

